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【毎月勤労統計（24年 10月）】 

実質賃金は確報でマイナスへ、11月も反転できず 
～電気・ガス代補助復活でも不十分、プラス推移は 25年半ば以降か～ 
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１． 防衛的賃上げ継続、中堅企業は下方修正か 

 10月の毎月勤労統計（速報）で、現金給与総額は前

年同期比＋2.6％、実質賃金は同±0％となった。賃金

動向の基調を示す所定内給与が同＋2.7％と前月(同

＋2.5％)から伸びが加速し、現金給与総額の伸びは物

価（持家の帰属家賃を除く消費者物価総合指数）の伸

びに並んだ。 

 企業規模別に所定内給与の伸びをみると、小規模企

業（従業員数 5～29人）が同＋1.5％（9月：同＋1.4％）

と低調が続く一方、中小企業（従業員数 30～99 人）

は同＋3.5％（同＋3.4％）と堅調である（図表 1）。 

業績が冴えないなか、人材を留保する目的で行なう「防衛的賃上げ」が中小企業の基本給増加要因とみられる。

小規模企業は基本給を引き上げる体力がないため、防衛的賃上げの手段は専ら賞与となり（6－7月の特別給与は

同＋14.6％）、所定内給与の伸びは小さい。大企業（従業員数 500人以上）は同＋2.3％と冴えない。2024年春闘

のベアが＋3.56％とはいえ、一部の大手企業の動向が中心であり、毎月勤労統計における大企業の動きは別物で

ある。 

 中堅企業（従業員数 100～499人）の所定内給与が同＋3.9％（9月：同＋3.0％）と、大幅に伸びているのは不

自然である。最低賃金引き上げの影響であれば他の規模の賃金動向も同様の傾向を示さねばならないが、そうは

ポイント 

 10月の実質賃金は確報値で下方修正され、前年比▲0.2％程度を見込む。中堅企業において、パート比率

が高く賃上げ率が低い先の調査票が遅延して届く可能性 

 中小企業の防衛的賃上げが所定内給与の伸びを牽引する一方、大企業の動向は冴えず、11月の実質賃金

はマイナスになるとみる 

 現金給与総額の基調的な伸びは 2.5％程度であり、電気・ガス料金の負担軽減策が 2025年 2月検針分か

ら復活しても、24年 12月にプラスが見込まれる実質賃金は 1～3月に再びマイナスに戻る可能性 
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（出所）厚労省のデータより明治安田総研作成
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なっていない。9月分でも不自然な上振れがみられたが、確報値で下方修正となった（速報値：同＋3.9％、確報

値：同＋3.0％）。8月分も同様である（同＋3.9％、同＋2.9％）。確報値は速報値の集計後に新たに提出された調

査票を加え集計したものであり、中堅企業については、パート比率が高く賃上げ率が低い先の調査票が常習的に

遅延して届いている可能性がある。 

そこで、10 月分についても速報値は過大で、12 月 24 日発表の確報値で中堅企業の所定内給与が同＋3.0％程

度に下方修正されると仮定すると、インパクトは現金給与総額に対して▲0.2ポイントと推計される。10月分の

実質賃金は確報値で同▲0.2％程度となろう。賞与支給時期以降（8－10 月）の実質賃金はマイナス基調である。 

 

２. 実質賃金の安定的なプラス推移は 25年 7－9月

期以降か 

 今後の実質賃金を展望する。現金給与総額での小

規模・中小企業の寄与率は、賞与支給月（6－7月）

で約 6 割、8－10 月で約 5 割である（図表 2）。先行

き、所定内給与の伸びはいずれの規模でも横ばい圏

を見込むが、賞与支給月（12月）においては小規模・

中小企業の奮闘が予想される。 

  11 月検針分の酷暑乗り切り支援による電気・ガ

ス料金の補助は 10 月検針分から縮小するため、11

月の物価の伸びは幾分加速する可能性が高く、所定

内給与の伸びが横ばい圏であれば、実質賃金は前年比マイナスになると考える（図表 3）。12月と 25年 1月は電

気・ガス料金の補助が切れるため、物価が上昇する見込み。12月は賞与効果で実質賃金がプラスになるとみるが、

1月は再びマイナスに戻ろう。2月検針分から復活する電気・ガス料金の補助により物価は▲0.3ポイント程度押

し下げられるが、それでも現金給与総額の伸びはわずかに物価を下回るとみる。実質賃金の安定的なプラス推移

はモノの物価が落ち着くとみられる 7－9月期以降となろう。 

 

 

  

 

 

※本レポートは、明治安田総合研究所が情報提供資料として作成したものであり、いかなる契約の締結や解約を目的としたものではありません。

掲載内容について細心の注意を払っていますが、これによりその情報に関する信頼性、正確性、完全性などについて保証するものではありませ

ん。掲載された情報を用いた結果生じた直接的、間接的トラブルや損失、損害については、一切の責任を負いません。またこれらの情報は、予

告なく掲載を変更、中断、中止することがあります。 
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本レポートに関するご取材やお問い合わせは以下までご連絡ください   
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電話番号：03-6261-7947 

e-mail：yu-kikkawa@myri.co.jp 

77.1

59.0

73.3

44.3

50.1

58.7

42.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

0

1

2

3

4

5

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

小規模・中小企業 中堅・大企業 小規模・中小企業割合（右軸）

（図表2）現金給与総額の寄与度、2024年

（出所）厚労省のデータより明治安田総研作成、23年の数値は令和６年前年比算定のための参考値
を使用
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（図表3）先行きの賃金のシミュレーション（本系列） 　 予想

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月（予想）１１月 １２月 2025年1月 2～4月

特別給与 2.2 0.1 7.8 6.6 12.0 12.4 ▲1.7（0.8） 2.2 7.4 0.5 2.3

所定内給与 1.8 2.1 2.2 2.4 2.4 2.5 2.7（2.7） 2.7 2.7 2.7 2.7

総額 1.6 2.0 4.5 3.4 2.8 2.5 2.6（2.5） 2.6 5.1 2.6 2.6

物価 2.9 3.3 3.3 3.2 3.5 2.9 2.6（2.7） 2.8 3.0 3.0 2.7

実質賃金 ▲1.2 ▲1.3 1.1 0.3 ▲0.8 ▲0.4 0（▲0.2） ▲0.2 2.1 ▲0.4 ▲0.1

（出所）厚労省のデータを基に明治安田総研作成。数値の単位は前年比％、物価は消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）

予想は明治安田総研、10月予想は11/11発行『毎月勤労統計（24年9月）』より


